

2

前号の「将来の安心のため今できること」の中で、「親亡き後の事を考えるとき、住む所――が必須になります。そのような場を今、あるいは今から準備していく必要があると思います。」と記しました。今号においては、このテーマで、保護者、施設関係者あるいは保護者と団体の責任者を兼ねている方から記事をいただくということですので、私の立ち位置は何処におくべきだろうかと迷いました。考えた結果、育成会の果たすべき役割として障害者の権利擁護があることから、歴史的経緯に触れ、知的障がいのある人の暮らしに関する権利擁護に関する事(支援)について記載したいと思います。暮らしに関する過去の経緯そして暮らしを守る為の支援の在り方や支援の専門性を考えてみます。
知的障害者が家を出て地域で生活する場は社会の中で自発的に発生してきたのではなく、先達が作ってくれました。皆様もご存知の滝野川学園をつくった石井亮一、近江学園を創り、どんなに障害が重くてもその人なりに発達することを明らかにし有名な「この子らを世の光に」の言葉を残した糸賀一雄、この方たちをはじめとする多くの方が知的障がい者の住まいの場(暮らしの場)を作ってくれました。そして、その中で、社会で生きていくことができる力をつけていただきました。
その後、身体障害者に対する制度を先頭に制度が少しずつ整い、現在で言う障害者支援施設(入所施設)や重度の障がい者に対するコロニーと呼ばれる施設も整備されました。この時期には量的な整備が目標でした。その後、知的障がい者の通勤寮と呼ばれるものや福祉ホームが整備されました。そして、現在の地域で生活するというコンセプトに近づき、障がいのない人と同じように地域で少人数で生活することに価値を見出す方向に進みました。現在のグループホームやケアホームです。
この流れに至るには長い年月が必要でしたが、障がいのない人の暮らしの場を考えると何ら特別なことのようには思えません。生まれて、子供の時代そして学校に通う時期は親元から通うが、働き始めると、親元を離れ、一人住まいをする人もいます。そして、そのような生活や社会への関わりを通じて、社会のルールや厳しさを知るとともに、一人前として扱われることとなります。知的な障がいのある人もその歩みを緩くとも続けるべきであると考えます。
国連の障害者権利条約の第19条では次のように定めています。条文の一部のみを記載します。「この条約の締約国は、全ての障害者が他の者と平等の選択の機会をもって地域社会で生活する平等の権利を認めるものとし、障害者が、この権利を完全に享受し、並びに地域社会に完全に受け入れられ、及び参加することを容易にするための効果的かつ適当な措置をとる。」
そして、そのような場を作っていく責任は我々社会の側にあります。その中で、このような場を作り、継続していく立場で福祉に関わる人は、自らが行っている障がいのある人への支援が、単に障がいのある人のみに限定されるのでは、その家族への支援にも関わっていることになります。育成会が昨年4月に開設しましたグループホームの利用者の保護者のお話の中に次のようなものがあります。「Ｑ：お子様がグループホームを利用されてからのお気持ちをお聞かせください。　Ａ：本人のためと思っていたが、実際子供が入所したことで自分自身の生活に余裕ができて、今では自分自身も支援をいただいた気持になった。」グループホームの利用者に対する支援が、実は親自身の生活のあり方を変えるきっかけになっているのです。障がいのある人とその家族のライフサイクルに変化を与えるのです。また、利用者と地域の皆さんとのかかわりのあり方にも支援の質が影響を与えることは容易に想像できます。
グループホームを暮らしの拠点にする生き方に対しては支援の質(支援のあり方や専門性)が大きな影響を与えます。人のライフサイクルのあり方に関わりを持つことの責任の重さや重大さに改めて身の引き締まる思いがいたします。平成30年度には一人暮らしの障がい者の理解力、生活力などを補うための支援を行う「自立生活援助」事業が開始されます。障がいのある人の暮らしのステージがまた一歩拡がっていきます。支援に関わる我々関係者も制度の進み方のスピードに負けない取り組みが求められます。
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